
～農業の持続的発展に向けて～

本章では、農業の持続性を回復することが急務となっているなかで、「国内生
産」、「生産を支える農業経営・人材・農地」、「農業所得の増大に向けた取組」、
「女性や高齢者の活動」、「環境保全・生物多様性と調和のとれた農業の取組」、
「研究・技術開発の取組」に焦点を当て、その動向や課題等について、主として
次の点を記述しています。
○ 我が国の農業生産については、各品目とも、総じて減少しており、今後、品
質・コスト等の課題を解決しつつ、平成３２年度（２０２０年度）の生産努力目標達
成に向けた取組が必要であること

○ 農業所得全体が過去２０年で半減し、農業の収益性が大きく低下するなかで、
① 担い手不在の水田集落が多く存在し、１０年後には農業者の減少・高齢化が
さらに進行することから、今後、多様な農業者の確保や、特に若者を中心と
した新規就農を進めること等が必要であること

② 農地面積は引き続き減少しており、今後、農地の有効利用・確保等の取組
を進めていく必要があること

③ 多様な農業者の特性に応じた金融支援を行っていく必要があること
○ 農業所得増大のため、戸別所得補償制度等といった政策支援のほか、農産物
の販売価格の向上、販売量の増大、コスト低減といった自らの取組が重要であ
ること

○ 農業就業者の過半を占める女性農業者の社会・経営参画や、高齢農業者の活
動支援を進めていく必要があること

○ 持続可能な農業生産を支える取組として、環境保全型農業、生物多様性と調
和した農林水産業、食料自給率の向上等に対応するための研究・開発の取組を
進めていく必要があること
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資料：農林水産省「生産農業所得統計」
注：その他は、麦類、雑穀、豆類、いも類、花き、工芸作物、その他作物、加工農産物の計
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資料：農林水産省「農業・食料関連産業の経済計算」を基に農林水産省で作成
注：1）1990年と2005年の２点間の生産額の変化（⊿V）を価格要因（⊿P×Q）、生産要因（P×⊿Q）に分解した（交絡要因

（⊿P×⊿Q）はわずかであるため考慮していない）。なお、生産額の変化は以下の式により表される。
⊿V＝（P＋⊿P）×（Q＋⊿Q）－P×Q　（V：生産額、P：価格、Q：生産量）
2）2007年以降は、水田・畑作経営所得安定対策の導入により、品目別の要因分析はできない。
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（１） 国内農業生産の動向

○ 農業総産出額は、生産・価格両面の要因により、昭和５９年（１９８４年）の１１兆７千億円を
ピークに、平成２０年（２００８年）には８兆５千億円に減少。
○ 農業全体の生産額減少要因は、価格要因と生産要因が約半々。品目別にみると、価格要
因が７０％を占める米の減少額が全体の３分の１。

３－１ 農業総産出額の推移

３－２ 品目別国内生産額の減少要因（１９９０－２００５年度）
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資料：農林水産省「生産農業所得統計」
　注：東山は山梨県、長野県を指す。

３　位２　位１　位
部門名及び都道府県産出額に占める割合（％）2008年1990年1985年

農業産出額（億円）

 全　国  115,499（100）  112,786（97.7）  86,509（74.9） 畜産 31.3  野菜 24.4  米 22.3 

 北海道 10,911（100） 11,175（102.4） 10,251（94.0） 畜産 49.3  野菜 17.4  米 12.2 

 都府県 104,588（100） 101,611（97.2） 76,258（72.9） 野菜 25.3  米 23.7  鶏 10.0 

 東　北 21,037（100） 19,461（92.5） 13,599（64.6） 米 36.5  野菜 16.8  果実 12.0 

 北　陸 7,370（100） 6,856（93.0） 4,497（61.0） 米 62.0  野菜 11.9  鶏 7.6 
 関東・
東　山 25,330（100） 24,936（98.4） 19,486（76.9） 野菜 36.2  米 19.0  果実 8.5 
東　海 10,316（100） 10,134（98.2） 7,835（75.9） 野菜 28.4  米 14.6  花き 11.7 

近　畿 6,862（100） 6,667（97.2） 4,658（67.9） 米 28.0  野菜 24.0  果実 17.8 

中　国 6,839（100） 6,304（92.2） 4,367（63.9） 米 31.6  野菜 17.4  鶏 17.1 

四　国 6,329（100） 5,843（92.3） 4,221（66.7） 野菜 33.4  果実 18.6  米 14.8 

九　州 19,344（100） 20,341（105.2） 16,675（86.2） 野菜 22.8  肉用牛 13.2  米 12.9 

沖　縄 1,160（100） 1,069（92.2） 920（79.3） さとうきび 21.4  肉用牛 15.3  豚 12.3 

資料：総務省「家計調査」を基に農林水産省で作成
注：1）二人以上の世帯（農林漁家世帯を除く）
　　2）それぞれの増減率は、1990年と2009年の購入単価と購入数量を比較したもの
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○ 農業産出額の動向を地域別にみると、米が主要部門である東北、北陸、近畿、中国地域
では、特に減少率が大きく、畜産や野菜等が主要部門である北海道、九州地域等では減少
率が小さくなっている状況。
○ 他方、平成２年（１９９０年）から平成２１年（２００９年）の間で、生鮮食品を除く総合の消
費者物価指数は７．３％上昇し、勤労者世帯の可処分所得は２．８％減少するなどのなかで、
消費者世帯の米、生鮮野菜、生鮮果物等の購入価格は大きく低下し、消費者に大きな便益。
○ 農産物価格の低迷は、将来的には国産農産物の生産減、価格上昇等を招いたり、農業・
農村のもつ多面的機能の発揮を脅かしたりするおそれもあり、今後、このような便益と影
響を踏まえて、国民全体で農業・農村を支えていくようにしていくことが重要。

３－３ 農業地域別農業産出額等の推移

３－４ 消費者世帯における主要食品の購入単価と１人当たり購入数量の変化（１９９０－２００９年）
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資料：農林水産省「作物統計」、「食料需給表」
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資料：農林水産省「食料需給表」、「生産者の米穀現在高等調査」、総務省「家計調査」、「国勢調査」を基に農林水産省で推計
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○ 米については、食生活の多様化等により、１人１年当たり消費量が、昭和３７年度（１９６２
年度）の１１８．３kg から、平成２０年度（２００８年度）には５９．０kg と半減。これに伴い、国内
生産も減少を続け、平成２１年産（２００９年産）の作付面積は１６２万 ha、生産量は８４７万ｔ。
○ 米の需要量は、高齢化や人口減少に伴い、今後さらに減少する可能性。このため、米の
消費拡大を図る一方、需要に応じた主食用米の作付け・生産に努めていく必要。
○ また、水田を有効に活用して食料の安定供給の確保を図るため、米粉用米・飼料用米等
の生産増や、水稲と麦等の組合せによる二毛作の推進が重要。
○ 外食・中食（弁当、レトルト米飯、冷凍米飯等）での消費が増加傾向にあることから、
これら事業者等の多様なニーズに適した品種の生産・流通等の対応が重要。

３－５ 水稲（米）の作付面積、生産量等の推移 ３－６ 米粉用米・飼料用米の
作付面積の推移

３－７ 米の消費量に占める家計消費、外食・中食等消費の割合の推移（１人１年当たり）

３４



資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」、「作物統計」
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資料：農林水産省調べ
注：1）（　）内は、用途別小麦の自給率
　　2）飼料用等には種子用、減耗量を、工業用等にはみ
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資料：農林水産省「作物統計」
注：1980～1990年の畑の作付面積は、公表資料を基に算出
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○ 麦については、平成１２年（２０００年）ごろから再び増加してきているが、小麦については、
平成２１年産（２００９年産）では作付面積が２１万 ha、生産量は、北海道における低温、日照
不足・長雨、東海・九州地域を中心とした降雨による湿害の影響により６７万ｔ。
国産小麦については、外国産に比べ、たんぱく質含有量にばらつきがあるとともに、パ
ン用・中華めん用に向かないといった制約。このため、今後、製めん適性や製パン適性に
優れ、収量も高い、新品種の開発・普及、基本技術の励行を含めた生産対策や、加工技術
の確立による国産日本めん用小麦のパン・菓子用への利用拡大を図ることが必要。
○ 大豆については、平成７年（１９９５年）ごろから再び増加傾向にあるが、平成２１年産（２００９
年産）では作付面積が１５万 ha、収穫量は、北海道での長雨・日照不足、九州での大雨等
により２３万ｔ。
国産大豆については、食品用としては品質が良いとされ、煮豆、豆腐・油揚げ用で多く
使用されているが、は種時期が梅雨と重なり湿害が出やすく、作柄が不安定で、１等比率
も低位。このため、今後、契約栽培による安定的な取引関係の構築、品種開発、気象・土
壌条件に応じた低コスト省力安定生産技術等の新技術の普及等が必要。

３－８ 小麦の作付面積、生産量等の推移 ３－９ 小麦の用途別使用率と自給率（２００７年度）

３－１０ 大豆の作付面積、生産量等の推移 ３－１１ 大豆の用途別需要量（２００７年度）
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資料：農林水産省作成
　注：フスマは小麦の種皮。ビートパルプはてんさい（ビート）から砂糖をつくるときに出る絞りかす
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資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」、「作物統計」
注：TDNは飼料の含有する栄養価を示す単位で、家畜が消化し、エネルギーとして利用できる養分の総量を示すもの
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○ 家畜飼料の２割を占める粗飼料では国内生産が８割弱となっている一方、８割を占める
濃厚飼料では国内生産が１割であり、全体の飼料自給率は２６％。
○ 飼料作物の作付面積は、昭和６２年（１９８７年）の１０５万４千 haをピークに減少傾向で推
移し、平成２０年（２００８年）増加に転じたものの９０万 ha。
○ 飼料穀物の国際相場はかつてに比べ高い水準にあり、畜産経営に大きく影響。このた
め、今後、飼料作物の作付け拡大、濃厚飼料の代替にもなり得る飼料用米の積極的利用、
自給飼料や地域の未利用資源を活用した TMR飼料（完全混合飼料）の増産、エコフィー
ド（食品残さ利用飼料）の利用拡大への取組を推進していく必要。また、労働力負担の軽
減を図るため、飼料生産受託組織による作業受託を拡大すること等も重要。

３－１２ 飼料自給率の現状と目標

３－１３ 飼料作物の作付面積と生産量の推移
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